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【参加時の留意点】

• 参加時の表示名は必ず「名前（フルネーム）、所属」で設定してください。

• 通信環境の安定を目的に、発言時を除き、カメラはオフ、マイクはミュートに
してください。

• 発言を希望する場合は、Webexの画面下にある挙手ボタンを押していただき、
司会者または事務局から指名された後に発言してください（発言が終わりまし
たら、挙手ボタンを下げてください）

開始まで今しばらくお待ちください

＜ミーティングリンク＞
・https://ishikawapf.webex.com/meet/type-s

必要な機能・ユースケース及び業務フロー検討チーム_ワークショップ
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＜議事＞

＜資料＞

・必要な機能・ユースケース及び業務フロー検討チームワークショップ資料

議事次第
令和６年11月１２日（火）１０：００－１２：００
石川県行政庁舎5階5１１会議室

（オンライン開催）

開始 終了 所要 内容

10:05 10:10 0:05 「広域被災者データベース・システム」の在り方と検討の進め方について

10:10 10:15 0:05 ワークショップの企画趣旨

10:15 11:40 0:85 住民基本台帳から、広域被災者データベース・システムへの情報連携に至るまで
の流れ（想定）

10:15 11:00 0:45 ワークショップ：シナリオ①

11:00 11:40 0:40 ワークショップ：シナリオ②③

11:40 11:55 0:15 全体質疑・協議

１１:５５ 12:00 0:05 今後の対応と次回の検討・検証チームのご案内

必要な機能・ユースケース及び業務フロー検討チーム_ワークショップ
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「広域被災者データベース・システム」の在り方と検討の進め方について
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被災者 ①基本情報

「広域被災者データベース・システム」の在り方と検討の進め方について

被災者を特定する
「識別子」が必要

情報のデータ収集/集約、各業務
システムへのデータ連携に必要

＜他自治体＞ ＜支援ﾁｰﾑ等＞＜被災自治体＞

支援主体が共通して収集する情報

専門家が収集する情報

ベースとなる
被災者情報

が必要

被災者台帳
※デジタル化

が重要

台帳情報の提供/利用
※災対法/個情法に基づく

② 集約/収集/利用する情報の整理
・広域避難に係る業務にどのような情報が必要か。
・その情報をどこから、どのように持ってくるか等の検討
＜現状＞見守り相談支援業務に係る居所情報や訪問記録、
義援金の支給に係る被災者からの申請情報を収集/利用

① 「識別子（ID）」をどうするかの整理
・ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰやﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ（電子証明用ｼﾘｱﾙｺｰﾄﾞ等）の活用等
の検討 ＜現状＞基本４情報を元に独自IDを生成

業務ｼｽﾃﾑ（有無） 業務ｼｽﾃﾑ（有無）

■基本4情報（氏名/住所/生年月日/性別）

■被災者の識別子（ID）
■居所情報 + タイムスタンプ
■連絡先（℡等）+          〃

＜議論する時期＞

第3回検討・検証ﾁｰﾑ
（12月中旬予定）

集約/収集する情報の
具体化が必要

第2回検証ﾁｰﾑ
（11月下旬予定）

＜次回以降、議論が必要な事項＞

広域被災者
DB・ｼｽﾃﾑ

※11/12_WSで議論する範囲

＜今年度中＞

『基本情報』のデータ
モデルを作成

広域避難対策、避難所外
避難者対策のための
ユースケースを提示

＜広域被災者データベースのイメージ＞

ｱﾅﾛｸﾞor ｼｽﾃﾑ

被災者把握のために
必要な情報

専門家が収集する情報/
医療･福祉等外部ｼｽﾃﾑが
保有する情報

被害等の状況
（見守り・相談支援 等）

■ 薬剤情報 ■ 介護情報 等

■ 聞取り情報 ■ 申請情報 等
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進め方 

主体

検討WG
委員

検証/検討
ﾁｰﾑ構成員

事務局
（県）

参考_検証・検討チームの進め方について

事前準備
（テーマ設定/意見出し・共有）

検討会（検証/検討チーム）での議論を深めるため、以下の取り組みを実施
① 事務局でテーマ設定、意見募集
② 構成員等から意見出し/集約、共有
③ 検討会での議論（必要に応じて事前にワークショップ等を開催）

検証/検討チームでの議論
（検討会/WSでの協議/検討WGへの起案）

①
テーマ設定
意見募集

②
意見出し/
意見集約
（1週間程度）

③ 

検
討
会 起

案

検
討W

G

意
見
共
有

必要に応じてテーマ毎に

ワークショップ等を実施

（参加任意）
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ワークショップの企画趣旨
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• 令和６年能登半島地震において、発災後、被災者データベースへの被災者台帳情報提供までに、

約2か月の期間を要し、広域被災者の避難状況の把握を早急に行うことができなかった。

現状、県・市町で直面した課題や対応方針の整理ができていないため、次の災害が発生した場合も同様に

被災者データベースへの情報提供までに一定の期間を要すると考えられる。

ワークショップの企画趣旨

  ・業務担当課及び事務分担等の把握 ・提供を行うデータ項目やデータの抽出方法 ・住基システムや被災者台帳システム、被災者データベースの仕様理解

・データ提供に係る手続きやデータ提供方法 ・被災者台帳情報提供に係る法的整理 等…

発災時以降整理を要した主な事項

• 住民基本台帳の情報を、被災者台帳および広域被災者データベース・システムへ情報連携する際の一連のTOBE業務フローを作成する

• 上記業務フローの中で実施するべき業務・各業務の担当（者・部署）を明確にする

➡あらかじめ石川県内の被災者台帳及び被災者データベース・システム立ち上げまでのフローを整理することで、

 次の広域災害発生時には早急に被災者支援を開始できるようにする。

（※上記を踏まえて、本事業の成果物の一つである「導入手順書」の内容をアップデートする）

本ワークショップのゴール：
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本ワークショップの位置づけ

９．広域被災者デー
タベース・システム

運用の流れ

9.1．広域被災者データベース・システム運用の流れ

9.2．システムの運用体制

9.3．システムの起動・停止の考え方

9.4．システム運用時に必要な手順

9.5．個人情報の取り扱い

9.6．平常時における準備の重要性

9.7．計画やマニュアルへの位置づけ

9.8．担当部署の明確化

9.9．関係機関に対するルール・方針の周知徹底

9.10．接続するシステムや名簿の整理

9.11．セキュリティ管理体制の整備

9.12．定期的な操作研修・訓練の実施

11/12 ワーク
ショップにおいて、
課題や具体な方法

について議論

ワークショップ課題

事務局が想定する
システム運用の流
れは実現可能であ
るか、現場およびシ
ステムベンダー目線

での確認が必要

成果物（導入手順書）

※特に 赤枠部分 の項目に反映予定

１１/19 
第2回検討チーム

において、
１１/12

ワークショップ
でいただいた意見
等を踏まえて作成
したシステム運用

の流れを諮問

検討チーム

本ワークショップは、石川県が市町から被災者データを受領するまでに約３週間要した課題を踏まえ、その時間を
可能な限り短縮するために、広域被災者データベース・システムの具体的な運用手順を整理する目的で開催
11/19（火）開催予定の第2回検討チームでの諮問を経て、導入手順書の記載に反映予定
※特に、成果品の 赤枠部分 は特に委員からご議論・ご意見いただいた内容を踏まえて記載させていただきたい

本日
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住民基本台帳から、広域被災者データベース・システムへの情報連携に

至るまでの流れ（想定）
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住民基本台帳から、広域被災者データベース・システムへの情報連携に至るまでの流れ（想定）

被
災
市
町

都
道
府
県

データを

提供

データを

受領

住民基本台帳等 被災者台帳

データの

提供依頼

データの

提供依頼の

受領

データの

提供

データの

受領

広域被災者DB

被災者台帳

シナリオ①

シナリオ②

シナリオ③

【シナリオ①】住民基本台帳から被災者台帳へのデータを連携
目的：
個々の被災者の被害状況や支援状況、配慮事項等を一元的に集
約するため

【シナリオ②】災害対策基本法に基づき、都道府県から市町村に対してデータの提供を依頼
目的：
広域被災者データベース・システムの起動後、速やかに各被災市町から、被災者台帳の情報を入手するため

【シナリオ③】市町村の被災者台帳システムから広域被災者データベース・システム
へデータを連携
目的：都道府県からデータ提供の依頼を受けた後、都道府県に対して被災者台
帳の情報を提供し、速やかにその後の情報連携および被災者支援に繋げるため

発災

DBのアカウ

ント付与

DBのアカウ

ント受領

情

報

連

携

広域被災者DB 広域被災者DB

平常時の

準備

住民基本台帳等

出力準備、体
制・マニュアル
整備、訓練

システムor紙
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能登半島地震の

対応実績

市町○○

市町
住基システム担当

市町
住基システム

市町
被災者台帳担当

市町
被災者台帳

シナリオ②へ

(A)被災者

台帳の立ち

上げ決定

(B)データの

抽出

住民基本台帳

(C)データの

提供

(D)データを

受領

(E)登録する被災

者台帳の決定

被災者台帳

２）基準日時点の
住民情報を抽出

１）抽出する住民情報の基準日（発災日）、住民リストの対象範囲が確定

(F)データを登録

シナリオ①の詳細フロー

1/8
１/1 発災

シナリオ①の詳細フロー

■ToBeシナリオとしての主な議論のポイント
１）被災者の特定

特に、発災直後に基準日と対象範囲が確定しない場合、仮に対象市町の全住民情報を被災者台帳に登録することは可能か
２）被災者が多数の場合のベースデータの作成（抽出）

発災から数日が経過したのちでも、市町職員にて基準日時点の住民情報を抽出し、一定期間の間転入出の反映を行うことが可能か
（難しい場合、システム機能として必要な要素はなにか）

３）平時からのデータ連携
平時より、被災者台帳情報をシステムに日次で連携することは可能か（システム連携、手動連携）

デモ画面 デモ画面

デモ画面

議論のメインスコープ
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業務 （A）
被災者台帳の立ち上
げ決定

（B）
データの抽出

（C）
データの提供

（D）
データを受領

（E）
登録する被災者台帳
の決定

（F）
データを登録

主体 市町○○ 住基担当 住基担当 被災者台帳担当 被災者台帳担当 被災者台帳担当

能登半島地震の際
の対応(黒字)

課題(赤字)

打ち手（青字）

※事前に実施した６
市町への意見照会お
よびヒアリング内容を
参考

【基準日】
➡日付を遡って基準日
を設定することが当初
できなかった（被災市
町）

【対象者】
• 被災６市町の全住
民を被災者として定
義

➡1/1以降の転入転
出情報や出生届の情
報が即座に反映できて
いなかった（被災市
町）

【抽出手順】
• 住基台帳システムより

CSVファイルで住民情
報を抽出（マニュアル
有）

➡住基ネットや中間サー
バーからデータを抽出する
ことはできないのか。住民
基本台帳からの抽出では、
より工数がかかる（被災
市町）

【抽出項目】
• 識別番号、世帯番号、
住民状態コード（住
登者、未登録住民
者）、氏名、フリガナ、
現住所、性別コード、
生年月日、続柄

【工数】
➡被災者台帳側の連携
フォーマットに合わせるため
の改修作業に数日要し
てしまった（被災市町）

【提供方法】
• 該当CSVファイルを、
手動にて被災者台
帳に提供

➡データ抽出や提供
のための運用体制が
整備されておらず、提
供に時間がかかってし
まった（被災市町）

➡USBでの持ち出しで
あるため、データの取り
扱いについて慎重にす
る必要があった（被
災市町）

【受領方法】
• 該当CSVファイルを
手動にて受領

➡平時から最新の住
基情報を連携し続ける
ことは困難（ネットワー
ク分離がボトルネックと
なっている。主導となる
と職員の負担がかかっ
てしまう）（被災市
町）

【災害名】
• 災害毎に都度設定
➡災害毎に災害名を
分ける必要があり、もし
短期間で２つ以上の
災害が発生した際の被
災者情報の一元管理
が困難にある（被災市
町）

【登録方法・手順】
• マニュアルにて整備
➡マニュアルの情報が
平時から担当者にイン
プットされていなかった
（被災市町）

【項目】
• 識別番号、世帯番
号、住民状態コード
（住登者、未登録
住民者）、氏名、フ
リガナ、現住所、性
別コード、生年月日、
続柄

【工数】
• 数時間程度

シナリオ① ワークシート
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業務 （A）
被災者台帳の立ち上
げ決定

（B）
データの抽出

（C）
データの提供

（D）
データを受領

（E）
登録する被災者台帳
の決定

（F）
データを登録

主体 市町○○ 住基担当 住基担当 被災者台帳担当 被災者台帳担当 被災者台帳担当

能登半島地震の際
の対応(黒字)

課題(赤字)

打ち手（青字）

シナリオ① ワークシート（記入用）
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市町
被災者DB担当

市町
被災者台帳担当

市町
防災担当

県
防災担当

県
被災者DB担当

県
被災者DB

(A)広域被災者

データベースの

立ち上げ決定

(D)デー

タの提

供依頼

受領

広域被災者データベース

(G)データを

受領

(H)データを

登録

シナリオ②、③の詳細フロー

(C)データの

提供依頼発出

住民情報の基準日（発災日）、
住民リストの対象範囲の共有

(B)起案文

作成
(I)アカウント

発行

(F)アカウント申請
(J)操作者認

証・ログイン

(K)認証・利用支

援

データの提供に関する対応を開始

能登半島地震の

対応実績 1/29

１）広域避難の対象市町が確定
データ提供依頼の起案

３）情報セキュリティポリシーに
基づくデータの連携

2/202/6 2/21

シナリオ②③の詳細フロー

■ToBeシナリオとしての主な議論のポイント
１）被災者台帳情報の提供依頼（災害対策基本法に基づき実施）

・発災直後に広域被災者データベース・システムを立ち上げると判断することは可能か
・依頼を承認するために必要な情報は何か、起案文書ひな形について懸念点はあるか

２）市町被災者DB担当者・利用者の特定
・平時より、事前に市町被災者DBの担当者・利用ユーザーを定めておくことは可能か
・利用ユーザーを定めておくことができない場合、各所属の取りまとめ担当者を整理することは可能か

３）データ提供における必要な機能要件
・被災者DBにデータ提供を行う際に、（各市町の情報セキュリティポリシーに従い）必要な機能要件について

(E)デ

ータ提

供

議論のメインスコープ

(A’)広域避難の

要請

２）市町被災者DBの
利用ユーザーを取りまとめ
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業務 （A）
広域避難の要請・広
域被災者データベー
スの立ち上げ決定

（B）
申請書作成

（C）
データの提供依頼発
出

（D）
データの提供依頼受
領

（E）
データ提供

（F）
アカウント申請

(J)操作者認証・ログ
イン

主体 市町防災担当
県防災担当

県防災担当
県被災者DB担当

県防災担当 市町被災者DB担当
市町被災者台帳担
当

市町被災者台帳担
当

市町被災者台帳担
当

市町被災者DB担当

能登半島地震の
際の対応(黒字)

課題(赤字)

打ち手（青字）

※事前に実施した６
市町への意見照会お
よびヒアリング内容を
参考

【決定の主体】 【宛名】
• 各市町の首長を
宛名に設定

【申請書のひな型】
• 市町への申請書を
作成（P18参
照）

【依頼文の宛先】
• 都道府県から被
災市町の防災担
当・被災者台帳
担当・被災者DB

担当に対して、事
務連絡を発出

【承認の主体】

➡実質的な承認者
が決まっていなかった
（被災市町）

【承認の手続き】

➡複数部署に関連
する内容であり、事務
処理に時間がかかっ
てしまった（被災市
町）

【提供方法】
• 被災者台帳の情
報をCSVファイルに
て出力し、都道府
県に提供

➡担当部署間の調
整や提供データの突
合に時間を要した
（被災市町）

【担当者およびデータ
ベース利用ユーザー】

➡部署間で温度差が
あり、明確に定まってい
ない（被災市町）

【申請様式】
• 市町被災者DB担
当者から、様式に
必要事項を記載し、
広域被災者DBの
管理者へ連絡

• 接続元環境の特定
のため、接続元IPア
ドレスを広域被災
者DBの管理者へ
連絡

➡MFA利用のために
BYODしなければなら
ず、Microsoftアカウン
トが必要となるため申
請のハードルが高かっ
た（被災市町）

【操作方法】

シナリオ②③ ワークシート
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業務 （A）
広域避難の要請・広
域被災者データベー
スの立ち上げ決定

（B）
申請書作成

（C）
データの提供依頼発
出

（D）
データの提供依頼受
領

（E）
データ提供

（F）
アカウント申請

(J)操作者認証・ログ
イン

主体 市町防災担当
県防災担当

県防災担当
県被災者DB担当

県防災担当 市町被災者DB担当
市町被災者台帳担
当

市町被災者台帳担
当

市町被災者台帳担
当

市町被災者DB担当

能登半島地震の
際の対応(黒字)

課題(赤字)

打ち手（青字）

シナリオ②③ ワークシート（記入用）
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参考_(C)データの提供依頼発出

（被災市町村）長 殿
（都道府県知事名）

被災者台帳情報の提供について（依頼）

災害対策基本法第90条の4第1項第3号及び災害対策基本法施行規則第8条の6第1項の規定に基づき、
（被災市町村）において保有する被災者台帳情報について、下記のとおり提供をお願いいたします。

記
１ 提供者の氏名及び住所
名称：（都道府県）、代表者：（知事名）、所在地：（・・・）、担当課：（・・・）

２ 提供を受けようとする台帳情報の範囲
（１）法90条の3第2項第1号から第7号までに掲げる事項
（2）令第8条の5各号に掲げる事項

３ 使用目的
（災害名）による被災者に対する援護を実施するため

４ その他
具体的な被災者台帳情報の提供の方法は、別途担当と調整を行う。

広域被災者データベース・システムを活用し、都道府県が、被災者情報の管理を行う上で一定の役割を果たすため、
以下により、「都道府県」から被災した「市町村」に対して、災対法に基づき、「被災者台帳」情報の提供依頼を想定

※参考_災害対策基本法、同法施行規則、令和６年能登半島地震発生時に発出された通知
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参考_災害対策基本法（抜粋）

第九十条の三 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者の援護を総合的かつ
効率的に実施するため必要があると認めるときは、被災者の援護を実施するための基礎とする台帳（以下この条及び次条
第一項において「被災者台帳」という。）を作成することができる。

２ 被災者台帳には、被災者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録するものとする。
一 氏名
二 生年月日
三 性別
四 住所又は居所
五 住家の被害その他市町村長が定める種類の被害の状況
六 援護の実施の状況
七 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由
八 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項

３ 市町村長は、第一項の規定による被災者台帳の作成に必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者に関する
情報を、その保有に当たつて特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。

４ 市町村長は、第一項の規定による被災者台帳の作成のため必要があると認めるときは、関係地方公共団体の長その他の者に
対して、被災者に関する情報の提供を求めることができる。

（台帳情報の利用及び提供）
第九十条の四 市町村長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前条第一項の規定により作成した被災者台帳に

記載し、又は記録された情報（以下この条において「台帳情報」という。）を、その保有に当たつて特定された利用の目的以外の
目的のために自ら利用し、又は提供することができる。
一 本人（台帳情報によつて識別される特定の個人をいう。以下この号において同じ。）の同意があるとき、又は本人に提供する
とき。

二 市町村が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき。
三 他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受ける者が、被災者に対する援護の実施に必要
な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき。

２ 前項（第一号又は第三号に係る部分に限る。）の規定による台帳情報の提供に関し必要な事項は、内閣府令で定める。
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参考_災害対策基本法施行規則（抜粋）

（被災者台帳の作成）
第八条の四 法第九十条の三第一項の規定による被災者台帳の作成は、被災者生活再建支援法（平成十年法律第六十六号）

第四条第二項の規定により市町村長が行うこととされた同法第三条第一項の被災者生活再建支援金の支給に係る被災
世帯主からの申請その他の市町村長に対して行われる手続により得た情報その他の情報に基づき行うことができる。

（被災者台帳に記載又は記録する事項）
第八条の五 法第九十条の三第二項第八号の内閣府令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

一 電話番号その他の連絡先
二 世帯の構成
三 罹災証明書の交付の状況
四 市町村長が台帳情報を当該市町村以外の者に提供することに被災者本人が同意している場合には、その提供先
五 前号に定める提供先に台帳情報を提供した場合には、その旨及びその日時
六 被災者台帳の作成に当たつて行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十
五年法律第二十七号）第二条第五項に規定する個人番号を利用する場合には、当該被災者に係る個人番号

七 前各号に掲げるもののほか、被災者の援護の実施に関し市町村長が必要と認める事項

（台帳情報の提供に関し必要な事項）
第八条の六 法第九十条の四第一項第一号又は第三号の規定により台帳情報の提供を受けようとする者（以下この条において
「申請者」という。）は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を当該台帳情報を保有する市町村長に提出しなければならな
い。

一 申請者の氏名及び住所又は居所（法人その他の団体にあつてはその名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
二 申請に係る被災者を特定するために必要な情報
三 提供を受けようとする台帳情報の範囲
四 提供を受けようとする台帳情報に申請者以外の者に係るものが含まれる場合には、その使用目的
五 前各号に掲げるもののほか、台帳情報の提供に関し市町村長が必要と認める事項

２ 市町村長は、前項の申請があつた場合において、当該申請が不当な目的によるものと認めるとき又は申請者が台帳情報の
提供を受けることにより知り得た情報が不当な目的に使用されるおそれがあると認めるときを除き、申請者に対し、当該申請
に係る台帳情報（ただし、前条第六号に掲げる事項を除く。）を提供することができる。
３ 法第九十条の四第一項（第一号又は第三号に係る部分に限る。）の規定により市町村長が提供する台帳情報には、前条第六
号に掲げる事項を含まないものとする。



-20-

参考_令和６年能登半島地震発生時に発出された通知（1/2)
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参考_令和６年能登半島地震発生時に発出された通知(２/2)
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全体質疑・協議
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今後の対応（11/１９に向けて）

本日の協議事項を踏まえ、以下の成果物に反映
事前に資料を送付予定のため、11/19_第2回検討チームに向けてご確認いただきたい

９．広域被災者デー
タベース・システム運

用の流れ

9.1．広域被災者データベース・システム運用の流れ
9.2．システムの運用体制
9.3．システムの起動・停止の考え方
9.4．システム運用時に必要な手順
9.5．個人情報の取り扱い
9.6．平常時における準備の重要性
9.7．計画やマニュアルへの位置づけ
9.8．担当部署の明確化
9.9．関係機関に対するルール・方針の周知徹底
9.10．接続するシステムや名簿の整理
9.11．セキュリティ管理体制の整備
9.12．定期的な操作研修・訓練の実施

成果物（導入手順書）
※特に赤枠部分の項目に反映予定
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今後の対応と次回の検討・検証チームのご案内
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事務連絡

＜次回以降、チーム開催（予定）＞

・第2回_検討チーム：11/19（火）10ｰ12時 ※ オンライン開催

・第2回_検証チーム：11/２６（火）10-12時 ※ 〃

（事務担当）
ワーキンググループ運営事務局
デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社
検討WG運営担当 高野・泉・下田
Mail：digital_types_bousai@tohmatsu.co.jp

石川県総務部デジタル推進監室 山森・谷場
TEL：０７６－２２５－１３２０
Mail：e120300@pref.ishikawa.lg.jp
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